
３．給与の状況

※現在空欄となっている類似団体・県の状況等は、国の公表後に改めて掲載します。

（１）総括

①人件費の状況（普通会計決算）                                                                     

②職員給与費の状況（普通会計決算）                                                                 

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、令和２年４月１日現在の人数です。

３　任期付短時間勤務職員(再任用職員(短時間勤務))を除いた職員数は９９１人です。

③特記事項

ア　給与削減等の取り組み状況                                                                       

計
Ｂ

％

156,204 71,146,204 756,274 10,648,915 15.0 17.6
令和２年度

人 千円 千円 千円 ％

(参考令和元年
度の人件費率（令和3年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

区分
住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率

6,535

年　度 特　　　　別　　　　職 一　　　　般　　　　職

平成10年度
・部長・室長職の管理職特別勤務手当の支給
凍結（継続中）

1,018 3,560,854 1,201,375 1,585,345 6,347,574 6,235

給与費
Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

令和２年度
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

区分

職員数 給　　　　　与　　　　　費 (参考)一人当たり（参考）類似団体平均

Ａ 給　料 職員手当
期末・
勤勉手当

平成15年度 ・期末手当の減額（平成１８年度まで）

・給料の減額（平成１８年度まで）
　　部長・室長職：４％減額
　　課長・課長補佐職：３％減額
　　主査職以下：２％減額
・課長職以上の期末勤勉手当の減額（平成１
８年度まで）
・旅費の見直し

平成18年度

・特殊勤務手当の抜本的な見直し
・通勤手当の見直し
・退職時特別昇給の廃止
・職員互助会負担金の削減

平成12年度
・課長職の管理職特別勤務手当の支給凍結
（継続中）

平成14年度

・給料及び報酬の減額（平成１８年度ま
で）
　　市長　　　：１０％減額
　　助役　　　： ７％減額
　　収入役等  ： ５％減額
　　議員　　　： ５％減額
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平成19年度

・給料の減額（平成２６年度まで）
 　市長　　 ：２０％減額
　 副市長 　：１５％減額
　 教育長等 ：１０％減額
・期末手当の減額幅を拡大
・退職手当の減額
　 市長 　：５０％相当額を減額
　　　　　（平成３０年１０月まで）
　 副市長 ：１５％相当額を減額
　　　　　（平成２２年６月まで）

・期末勤勉手当の減額幅を拡大対象者につい
ても全職員とする
・課長職以上の管理職手当を１０％減額
　（継続中）
・課長補佐職の管理職手当を１０％減額
　（平成２４年６月まで）
・課長補佐職の管理職特別勤務手当の支給凍
結
　（平成２４年６月まで）

平成20年度

・給料の減額
　 部長・室長職：３．９％減額
　 課長・課長補佐職：２．９％減額
　 主査職以下：１．９％減額
・課長職以上の期末勤勉手当の減額

平成25年度

・給料の減額
　 部長・室長職：５％減額（平成２５年７
　 月から平成２８年６月まで）
　 課長・課長補佐職：３％減額
　（平成２５年７月から平成２８年６月ま
　　で）
　 主査職以下：２％減額（平成２５年７月
　 から平成２８年３月まで）

平成26年度

平成23年度

平成24年度
・住居手当その他区分の廃止
（６，５００円→０円)

平成21年度 ・地域手当の削減（10％→８％） 

・給料の減額
　 部長・室長職：３％減額
　 課長・課長補佐職：２％減額
　 主査職以下：１％減額
・地域手当の削減（１０％→８％）

平成22年度 ・地域手当の削減（８％→６％）

・地域手当の削減（８％→６％）
・給料及び管理職手当の減額（１２月から）
　 ５５歳を超える課長補佐職相当以上の
　 職員：１．５％減額（平成２９年３月ま
で）

平成27年度

・給料の減額（平成３０年３月まで）
 　市長　　 ：１８％減額
　 副市長 　：１３％減額
　 教育長等 ：８％減額

平成29年度

・住居手当持ち家区分の減額
　平成２８年度：１０，５００円
　平成２９年度：　８，４００円
　平成３０年度：　６，３００円
　令和元年度　：　４，２００円
　令和２年度　：　２，１００円
　併せて、償還金のある者への２，５００円
加算の新規認定を廃止
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令和２年度

・給料の減額率の増
（令和２年７月から令和２年１２月まで）
　 市長　 ：１５％減額→２０％減額
　 副市長 ：１０％減額→１５％減額

平成30年度

・給料の減額（継続中）
 　市長　　 ：１５％減額
　 副市長 　：１０％減額
　 教育長等 ：５％減額

・給料の減額
　 部長職　　　　：３．５％減額
　 副部長・課長職：３％減額
　 課長補佐職　　：２．５％減額
（平成３０年４月から令和５年３月まで）
・住居手当持ち家区分の廃止
　【経過措置】
　　令和元年度：　４，２００円
　　令和２年度：　２，１００円
　　令和３年度以降：廃止
・住居手当賃貸区分上限額の減額
　平成３０年度　：３０，０００円
　令和元年度以降：国と同水準

令和元年度

・期末手当の減額（令和４年度まで）
・給料の減額
（令和元年９月から令和元年１１月まで）
 　市長　 ：１５％減額した額から
　　　　　　更に２０％減額
　 副市長 ：１０％減額した額から
　　　　　　更に２０％減額

・勤勉手当の減額
　課長補佐職相当以上の職員：令和４年度ま
で
　主査職相当以下の職員：令和元年度
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④ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

　を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の　俸給月額を100として計算

　した指数です。

２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域

　手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正

　したラスパイレス指数です。

　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）

　により算出。）

３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

⑤給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域

　手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

①給料表の見直し　【実施　末実施】

②

令和2年度
の支給割
合

令和3年度
の支給割
合4月1日時点 遡及改定後

国基準による支給割合 7% 9% 10% 10% 10%

（実施時期・内容）平成28年4月1日に、給与総額の削減やラスパイレス指数の改善を目指して給料表を平
均4％引き下げることとしました。激変緩和のための経過措置（現給保障）を、課長補佐級以上は平成29
年3月31日まで、それ以外の職員は平成30年3月31日まで実施しました。

地域手当の見直し

（支給割合）国基準と同じ

（実施時期）平成27年4月1より実施しました。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成27年4月1日
時点は6％、給与改定後は平成27年4月に遡及し8％、平成28年4月1日時点は10％を支給しました。

平成27年度の支給割合 平成28年
度の支給
割合

平成29年
度の支給
割合

平成30年
度の支給
割合

令和元年
度の支給
割合

10% 10%

10% 10% 10%

川西市の支給割合 6% 8% 10% 10% 10% 10%

H29.4.1
100.8
（102.1）

H29.4.1
100.8 H29.4.1

99.1

H30.4.1
99.1
（100.8）

H30.4.1
100.5 H30.4.1

99.1

H31.4.1
98.1
（99.1）

H31.4.1
100.2 H31.4.1

98.9

R2.4.1
98.5
（98.1）

R2.4.1
100.1 R2.4.1

98.9

90

95

100

105

110

川西市 類似団体平均 全国市平均
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（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況

①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

ア　一般行政職                                                                                     

イ　技能労務職

1

2

3

4

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
(国比較ベース)

国 43.0歳 325,827円 － 407,153円

類似団体 41.8歳 316,706円 421,371円 376,792円

川西市 41.6歳 305,901円 419,188円 374,651円

兵庫県 43.7歳 328,600円 424,668円 381,559円

－ － －

うち清掃職員 48.5歳 66人 336,889円 447,052円 386,820円廃棄物処理業従業員

平均年齢 平均給与月額
Ｂ Ａ／Ｂ

川西市 47.5歳 133人 332,526円 420,854円 388,983円 －

区分

公　　　　務　　　　員 民　　　　間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
Ａ

平均給与月額
（国比較ベース）

対応する民間
の類似職種

42歳 268,300円

うち校務員 45.8歳 13人 336,430円 396,697円 389,143円 用務員

46.6歳 304,600円

うち学校給食員 47.7歳 37人 330,881円 401,725円 380,236円 調理士

－ － －

国 50.9歳 2,201人 286,947円 － 328,603円 －

50.3歳 235,200円

兵庫県 56.3歳 361人 337,500円 404,625円 370,921円 －

－ －

区分

参　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員
Ｃ

民間
Ｄ

Ｃ／Ｄ

－ － －

類似団体 51.2歳 106人 327,012円 391,529円 370,023円 －

うち学校給食員 6,592,649円 3,553,900円

うち校務員 6,429,123円 3,186,100円

川西市 6,770,625円 － －

うち清掃職員 7,077,070円 4,236,800円

－

（注） 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。
（平成30～令和２年の３ヶ年平均）

上記の賃金構造基本統計調査の内容は、毎年６月における５人以上の常用労働者を雇用する
事業所を対象とし、その対象となる労働者についても、本市の数値には含んでいない臨時的
任用を含めた数値となっているため単純な比較はできません。

技能労務職の職種と民間の職種等の比較についても、年齢、業務内容、雇用形態等の点にお
いて完全に一致しているものではありません。

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12
倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年
に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
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ウ　教育職（幼稚園）                                                                               

エ　消防職                                                                                         

1 「平均給料月額」とは、令和3年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2

②職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）                                                     

技能労務職の初任給は卒業後、直ちに採用される場合の内容です。

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）                             

類似団体 40.9歳 323,130円 384,751円

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

川西市 41.3歳 305,875円 376,218円

兵庫県 41.3歳 355,500円 414,785円

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

類似団体 38.7歳 305,654円 412,741円 363,418円

（注）

兵庫県 － － － －

国 － － － －

平均給与月額
(国比較ベース)

川西市 35.6歳 286,248円 391,389円 354,536円

高校卒 151,800円 154,900円 150,600円

技能労務職
高校卒 146,200円 151,600円 147,900円

中学卒

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な
どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている
ものです。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務
手当等を除いたもの）で算出しています。

区分 川西市 兵庫県 国

一般行政職
大学卒 182,200円 188,700円 182,200円

－

（注）

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年

－ －

消　防　職
大学卒 194,900円 － －

高校卒 163,900円 －

－ － －

教　育　職
（幼稚園）

大学卒 185,700円 210,800円 －

高校卒 －

340,300円 376,575円

技能労務職
高校卒 － 295,200円 327,875円 351,025円

中学卒 －

経験年数30年

一般行政職
大学卒 264,286円 363,940円 387,333円 386,192円

高校卒 222,666円 326,300円

－ － － －

消　防　職
大学卒 274,000円 361,100円 386,500円 －

－ － －

教　育　職
（幼稚園）

大学卒 － － － －

高校卒

高校卒 236,100円 － － 389,300円
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（３）一般行政職の級別職員数等の状況

①一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在）                                           

　（注）１　川西市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

最高号給の
給料月額

７級 部長 13人 2.6% 397,400円 467,500円

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の
給料月額

４級 主査 75人 15.1% 232,100円 369,600円

５級 課長補佐 46人 9.2% 313,900円 399,800円

６級 副部長及び課長 94人 18.9% 344,200円 440,600円

１級 事務員又は技術員 39人 7.8% 142,200円 242,900円

２級 主事 123人 24.7% 162,000円 300,000円

３級 主任 108人 21.7% 201,000円 339,900円

計 498人 100.0%

１級, 7.8% １級, 5.9% １級, 6.7%

２級, 24.7% ２級, 30.4%

２級, 9.7%

３級, 21.7% ３級, 17.9%

３級, 17.6%

４級, 15.1% ４級, 14.1%

４級, 26.1%

５級, 9.2% ５級, 11.8%
５級, 13.8%

６級, 18.9% ６級, 17.5%
６級, 23.0%

７級, 2.6% ７級, 2.4% ７級, 3.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和３年度の構成比 令和２年度の構成比 5年前の構成比
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②国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和３年４月１日現在）

③昇給への勤務成績の反映状況                                                                       

活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○

令和3年4月2日から令和4年4月1日までに
おける運用

管理職員 一般職員

イ　人事評価を活用している ○ ○

ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

上位、標準の成績率 ○ ○
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（4）職員の手当の状況

①期末手当・勤勉手当                                                                               

・役職加算0.0～18.0％（６月）・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

0.0～18.0％（12月）

・管理職加算 10～20％ ・管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況

②退職手当（令和３年４月１日現在）                                                               

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年 

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算） （2％～45％加算）

(退職時特別昇給はなし)

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

川　西　市 兵　庫　県 国

１人当たり平均支給額（令和２年度） １人当たり平均支給額（令和２年度）
―

1,572千円

(加算措置の状況） (加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

( 1.45 ) 月分( 0.9 ) 月分( 1.45 ) 月分( 0.9 ) 月分( 1.45 ) 月分( 0.9 ) 月分

2.55  月分 1.9  月分 2.55  月分 1.9  月分 2.55  月分 1.9  月分

活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○

令和３年度中における運用 管理職員 一般職員

イ　人事評価を活用している ○

ロ　人事評価を活用していない ○

活用予定時期 未定

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

上位、標準の成績率

39.7575月分 47.709 月分 39.7575月分 47.709 月分

47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

19.6695月分24.586875月分 19.6695月分24.586875月分

28.0395月分33.27075月分 28.0395月分33.27075月分

川　　　西　　　市 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 

1人当たり平均支給額 1,292千円23,036千円
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③地域手当（令和３年４月１日現在）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公

務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づ

く地域手当支給基準）により算出。）

④特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）                                                           

川西市内全域 10% 1,002人 10%

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

98.5%
(98.5%)

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 384,689円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数国の制度（支給率）

支 給 実 績（令和２年度決算） 385,458千円

税務手当 税務職員 

市税の滞納繰越分徴収事務に従
事した職員（同一税目を1件と
する。）

0千円 １件100円

市税の滞納処分事務に従事した
職員 46千円 日額300円

手当の種類（手当数） 8種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和２年度決
算）

左記職員に対する
支給単価

支 給 実 績（令和２年度決算） 32,362千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 73,551円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度決算） 43.2%

消防職員 高所作業に従事した職員 20千円 １回130円

消防職員
潜水器具を着用して潜水作業に
従事した職員 20千円 日額250円

消防職員 
結核精神病者移送の業務に従事
した職員 5千円 １件250円

土木部職員

土木部に所属する職員で道路維
持作業又は自転車等撤去作業に
従事したもの及び土木部公園緑
地課に所属する職員で葉刈り等
の作業に従事したもの（汚泥運
搬・処理業務を除く。）

179千円 日額500円

保健センターに勤務する職員
で、放射線を人体に照射する業
務に従事したもの（その他の職
員）

4千円 日額130円

環境衛生課職員 狂犬病予防注射に従事した職員 0千円 日額250円

保健センター勤務職員
（診療放射線技師を除
く。）

右の業務に従事した職員

酸素欠乏危険作業主任者の業務
に従事した職員（酸素欠乏症等
防止規則(昭和47年労働省令第
42号)の規定に基づき酸素欠乏
危険作業主任者に選任された者
に限る。）

0千円 日額300円

危険手当  

右の業務に従事した職員
感染症の防疫(救護処理作業を
いう。)に従事した職員 0千円 １回250円

診療放射線技師 

保健センターに勤務する職員
で、放射線を人体に照射する業
務に従事したもの（診療放射線
技師）

155千円 日額250円
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消防職員

上記の内、患者又はその疑いの
ある者の身体に直接接触する作
業、または患者又はその疑いの
ある者に長時間にわたり接して
行う作業に従事した職員

12千円 日額4,000円

病死人取扱手当 福祉事務所職員

病死人の取扱作業に従事した職
員（福祉事務所に勤務する者及
び腐乱死体等の取扱いをした者
に限る。）

3千円 １件700円

消防職員

新型コロナウイルス感染症から
市民等の生命及び健康を保持す
るために緊急に行われた措置に
係る作業に従事した職員

1,404千円 日額3,000円

救急現場に出動し、救護収容作
業に従事した職員（その他の職
員。機関員は、1当務につき200
円を加算する。）

1,075千円 １回130円

右の業務に従事した職員
防災指令に基づき緊急に出動し
て業務に従事した職員（帰宅後
の再出勤に限る。）

161千円 日額500円

出動手当

消防職員

水火災の現場に30分以上出動
し、防御鎮圧に従事した職員
（機関員は、1当務につき200円
を加算する。）

1,495千円 １回300円

救急救命士

救急現場に出動し、救護収容作
業に従事した職員（救急救命
士。機関員は、1当務につき200
円を加算する。）

3,618千円 １回250円

消防職員（救急救命士を
除く。）

業務手当

福祉事務所職員
要保護家庭実態調査及び面接の
業務に従事した職員（福祉事務
所に勤務する者に限る。）

883千円 日額200円

土木部職員
用地取得折しょう業務に従事し
た職員

夜間特殊勤務手当

消防職員

消防職員で、午後10時から翌日
午前5時までの間の通信受付等
の業務に従事したもの（隔日勤
務に従事する者に限る。）

300千円 1勤務300円

土木部職員

夜間工事監督のため、午後10時
から翌日午前5時までの深夜時
間帯を含む勤務に従事した職員
（3時間以上従事したときに限
る。）

0千円 １回1,000円

養護老人ホーム職員

班長 班長の業務に従事した職員 1,672千円 月額5,500円

整備管理主任

整備管理主任の業務に従事した
職員（整備管理主任として任命
された者に限る。ただし、管理
職手当を支給される者を除
く。）

0千円 月額4,000円

41千円 日額170円

作業長、車両長
作業長及び車両長の業務に従事
した職員（管理職手当を支給さ
れている者を除く。）

798千円 月額9,500円

養護老人ホームに勤務する職員
で、午後10時から翌日午前5時
までの間に業務に従事したもの

0千円 日額300円

死獣処理業務に従事した職員
（火葬業務に従事したとき。） 0千円 日額200円

建築主事
建築主事の業務に従事した職員
（建築主事として任命された者
に限る。）

180千円 月額5,000円

美化推進課職員 死獣処理業務に従事した職員 307千円 １件200円

環境衛生課職員
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⑤時間外勤務手当                                                                                   

(注）　　　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）と同じ年度

　　　　　 の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

           ならない職員を除く。）です。

⑥その他の手当（令和３年４月１日現在）                                                           

環境衛生課職員
環境衛生消毒及び産汚物収集業
務に従事した職員 389千円 日額850円

環境衛生課職員 火葬場業務に従事した職員 0千円 １体570円

美化推進課職員

市民環境部及び土木部道路管理
課に所属する職員で、ごみ又は
汚泥の運搬・処理業務に従事し
たもの

16,302千円 日額950円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 345千円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和２年度決

算）

支 給 実 績（令和２年度決算） 215,451千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 306千円

支 給 実 績（令和元年度決算） 248,504千円

公物管理手当
資産マネジメント課職
員、土木部職員

公有財産管理業務のうち、直接
相手方との権利関係に介入する
業務に従事した職員（3時間以
上従事したときに限り、用地取
得折しょう業務手当とは併給し
ない。）

14千円 日額130円

年末年始特別勤務
手当

美化推進課職員、消防職
員

12月29日から翌年の1月3日まで
の間に勤務に従事した職員（3
時間以上従事したときに限
る。）

3,295千円 日額5,000円

通勤手当

○交通機関利用者：運賃等相当額支
給(最高支給限度額は55,000円)
○交通用具利用者：通勤距離が片道
2ｋｍ以上の区分に応じ3,500円～
32,800円

一部
異なる

○交通機関利用者：
国と同じ
○交通用具利用者：
国は通勤距離の区分
に応じ2,000円～
24,500円

109,363千円 125,273円

住居手当
○借家居住者:家賃額に応じ：0～
28,000円

同　じ 80,438千円 120,058円

支給職員
１人当たり
平均支給年額
（令和２年度決算）

扶養手当

○配偶者： 6,500円
○子：10,000円
○扶養親族1人につき： 6,500円
○満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子は各5,000円加算

同　じ 106,222千円 239,780円

管理職手当

部長職：　 76,500円
副部長職： 64,800円
課長職： 　56,250円
課長補佐職 53,500円
主査職：　 45,500円

異なる
国は、役職に応じ
46,300円～139,300
円

157,105千円 668,533円
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（５）特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）                                               

　　(注)１　給料、報酬及び退職手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

　　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

          勤めた場合における退職手当の見込額です。

管理職員特別勤
務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務の
運営の必要により国民の祝日に関す
る法律等による休日の勤務及び休日
以外の深夜の勤務に対し支給（但
し、部長級・副部長級・課長級は災
害対応時に限る）
○休日
部長・副部長：日額8,000円
課長・課長補佐職：日額6,000円
主査職：日額4,000円
※6時間を超える勤務は上記日額の
150/100を支給
○休日以外の深夜
上記日額の50/100を支給

異なる
国は、役職に応じ
6,000円～18,000円3,993千円 56,239円

休日勤務手当
国民の祝日に関する法律等による休
日の勤務に対し135～160％の時間給
を支給

同　じ 46,846千円 153,092円

区分
 給　料　月　額　等

支給額 減額措置前 （参考）類似団体における最高　／　最低額

給
 
料

市　長 834,700円 (982,000円) 1,130,000円　／　702,000円

児童手当
中学校第３学年の年度末までの子を
扶養している場合月5,000円～
15,000円

同　じ 63,620千円 202,611円

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員には、
その勤務1回につき4,400円。ただ
し、勤務時間が5時間未満の場合
は、2,200円とする。

同　じ 0千円 0円

629,000円 ― 660,000円　／　420,000円

議　員 570,000円 ― 606,000円　／　400,000円

副市長 716,400円 (796,000円) 930,000円　／　691,200円

報
　
酬

議　長 701,000円 ― 724,000円　／　463,000円

副議長

期
末
手
当

市　長
（令和２年度支給割合）　4.4月分

副市長

議　長

（令和２年度支給割合）　4.45月分副議長

議　員

(12,155,340円)

副議長 10,514,992円 (10,906,860円)

議　員 9,528,690円 (9,883,800円)

年
　
　
収

市　長 15,057,988円 (18,730,668円)

副市長 12,923,856円 (15,182,904円)

議　長 11,718,616円

任期毎

備　考

退
職
手
当

算定方式 1期の手当額 支給時期

市　長
834,700×在職月数×0.4
(982,000×在職月数×0.4）

16,026,240円
（18,854,400円)

任期毎

副市長
716,400×在職月数×0.24
(796,000×在職月数×0.24）

8,252,928円
（9,169,920円)
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（６）公営企業職員の状況

①水道事業

ア　職員給与費の状況

(ア)　決算                                                                                         

①人件費の状況（水道事業会計決算）                                                                     

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

②職員給与費の状況（水道事業会計決算）                                                                 

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数です。

(イ)　特記事項

２給与の状況、（１）総括、③特記事項、ア給与削減等の取り組み状況を参照して下さい。

イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）                     

　（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

ウ　職員の手当の状況

(ア)　期末手当・勤勉手当                                                                           

・役職加算0.0～18.0％（６月）・役職加算0.0～18.0％（６月）

0.0～18.0％（12月） 0.0～18.0％（12月）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

区分
総費用

Ａ

純損益又は
実質収支

職員給与費

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

7.1 6.8

区分

職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり

（参考）令和元年度
の

総費用に占める
職員給与費比率

令和２年度
千円 千円 千円 ％ ％

2,736,180 87,125 194,309

千円

40 127,745 32,957 55,447 216,149 5,404 6,045
令和２年度

人 千円 千円 千円 千円

（参考）類似団体平均

Ａ 給料 職員手当
期末・
勤勉手当

計
Ｂ

給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

団体平均 45.3歳 335,096円 502,816円

事業者 ― ― ―

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

川西市 38.2歳 300,298円 450,310円

千円

2.55  月分 1.9  月分 2.55  月分 1.9  月分

( 1.45 ) 月分( 0.9 ) 月分( 1.45 ) 月分( 0.9 ) 月分

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

川西市水道事業会計 川　西　市

１人当たり平均支給額（令和２年度） １人当たり平均支給額（令和２年度）

1,386千円 1,572千円

(加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
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(イ)　退職手当（令和３年４月１日現在）                                                           

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年 

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算） （2％～30％加算）

(退職時特別昇給はなし) (退職時特別昇給はなし)

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。

(ウ)　地域手当（令和３年４月１日現在）                                                           

(エ)　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）                                                           

19.6695月分24.586875月分 19.6695月分24.586875月分

28.0395月分33.27075月分 28.0395月分33.27075月分

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

川西市水道事業会計 川　　　西　　　市

支 給 実 績（令和２年度決算） 13,572千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 339,300円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 

1人当たり平均支給額 0千円 23,425千円1人当たり平均支給額 1,292千円23,036千円

39.7575月分 47.709 月分 39.7575月分 47.709 月分

47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
(令和２年度決算)

左記職員に対する
支給単価

滞納処理手当 経営企画課職員

滞納等に係る水道料金及び下水道
使用料を徴収したとき。ただし、1
月当たりの支給額は、3,000円を超
えない範囲で支給するものとす
る。

0千円 １件30円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 12,600円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度決算） 62.5%

手当の種類（手当数） 4種

川西市内全域 10% 40人 10%

支 給 実 績（令和２年度決算） 315千円

出動手当
水道技術課職員
給排水設備課職員

非常若しくは緊急の必要のため、
正規の勤務時間(以下この項におい
て「勤務時間」という。)外又は勤
務時間から引き続き2時間以上の勤
務時間外の出動をしたとき及び勤
務時間外の出動態勢をとるよう命
を受けたとき。ただし、水防災害
指令により出動した場合は、この
限りでない。

314千円 １回800円

年末年始特別勤務
手当

浄水課職員
12月29日から翌年の1月3日までの
間に3時間以上勤務に従事したと
き。

0千円 １勤務5,000円

夜間勤務手当

浄水課職員

 夜間(午後10時から翌日午前5時ま
でをいう。)に工事現場等に3時間
以上出動した職員。ただし、水防
災害指令により出動した場合は、
この限りでない。

1千円 １回1,000円

浄水課職員

久代浄水場に勤務する職員で午後
10時から翌日の午前5時までの深夜
時間帯を含む16時間勤務に従事し
たとき。

0千円 １勤務1,000円

-　18　-



(オ)　時間外勤務手当                                                                               

（注）1  時間外勤務手当には休日勤務手当を含みます。

      2　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）と同じ年度

         の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

         ならない職員を除く。）です。

(カ)　その他の手当（令和３年４月１日現在）                                                

支 給 実 績（令和２年度決算） 3,638千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 114千円

支 給 実 績（令和元年度決算） 5,258千円

住居手当
○借家居住者:家賃額に応じ：0～
28,000円 同　じ 4,118千円 171,583円

支給実績
（令和２年度決算）

支給職員
１人当たり
平均支給年額

（令和２年度決算）

扶養手当

○配偶者： 6,500円
○子：10,000円
○扶養親族1人につき： 6,500円
○満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子は各5,000円加算

同　じ 2,826千円 176,625円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 181千円

手　当　名 内容及び支給単価

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制度と
異なる内容

管理職員特別勤
務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務の
運営の必要により国民の祝日に関す
る法律等による休日の勤務及び休日
以外の深夜の勤務に対し支給（但
し、局長級・副局長級・課長級は災
害対応時に限る）
○休日
局長・副局長：日額8,000円
課長・課長補佐職：日額6,000円
※6時間を超える勤務は上記日額の
150/100を支給
○休日以外の深夜
上記日額の50/100を支給

同　じ 45千円 15,000円

管理職手当

局長職：　 76,500円
副局長職： 　64,800円
課長職： 　56,250円
課長補佐職 53,500円

同　じ 4,260千円 710,000円

通勤手当

○交通機関利用者：運賃等相当額支
給(最高支給限度額は55,000円)
○交通用具利用者：通勤距離が片道
2ｋｍ以上の区分に応じ3,500円～
32,800円

同　じ 3,802千円 111,824円

児童手当
中学校第３学年の年度末までの子を
扶養している場合月5,000円～
15,000円

同　じ 2,030千円 225,556円

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員には、
その勤務1回につき4,400円。ただ
し、勤務時間が5時間未満の場合
は、2,200円とする。

同　じ 0千円 0円
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②下水道事業

ア　職員給与費の状況

(ア)　決算                                                                                         

①人件費の状況（下水道事業会計決算）                                                                     

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

②職員給与費の状況（下水道事業会計決算）                                                                 

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数です。

(イ)　特記事項

２給与の状況、（１）総括、③特記事項、ア給与削減等の取り組み状況を参照して下さい。

イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）                      

　（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

ウ　職員の手当の状況

(ア)　期末手当・勤勉手当                                                                           

・役職加算0.0～18.0％（６月）・役職加算0.0～18.0％（６月）

0.0～18.0％（12月） 0.0～18.0％（12月）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

区分
総費用

Ａ

純損益又は
実質収支

職員給与費

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）令和元年度
の

総費用に占める
職員給与費比率

計
Ｂ

給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

令和２年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

7.5

区分

職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給料 職員手当
期末・
勤勉手当

令和２年度
千円 千円 千円 ％ ％

3,064,552 611,166 215,837 7.0

団体平均 43.7歳 331,372円 495,629円

事業者 ― ― ―

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

川西市 44.6歳 357,557円 550,925円

千円

29 107,600 34,680 49,442 191,722 6,611 5,953

2.55  月分 1.9  月分 2.55  月分 1.9  月分

( 1.45 ) 月分( 0.9 ) 月分( 1.45 ) 月分( 0.9 ) 月分

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

川西市下水道事業会計 川　西　市

１人当たり平均支給額（令和２年度） １人当たり平均支給額（令和２年度）

1,705千円 1,572千円

(加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
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(イ)　退職手当（令和３年４月１日現在）                                                           

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年 

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算） （2％～30％加算）

(退職時特別昇給はなし) (退職時特別昇給はなし)

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。

(ウ)　地域手当（令和３年４月１日現在）                                                           

(エ)　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）                                                           

19.6695月分24.586875月分 19.6695月分24.586875月分

28.0395月分33.27075月分 28.0395月分33.27075月分

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

川西市下水道事業会計 川　　　西　　　市

支 給 実 績（令和２年度決算） 12,195千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 420,517円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 

1人当たり平均支給額 0千円 23,475千円1人当たり平均支給額 1,292千円23,036千円

39.7575月分 47.709 月分 39.7575月分 47.709 月分

47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
(令和２年度決算)

左記職員に対する
支給単価

滞納処理手当 経営企画課職員

滞納等に係る水道料金及び下水道
使用料を徴収したとき。ただし、1
月当たりの支給額は、3,000円を超
えない範囲で支給するものとす
る。

0千円 １件30円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 11千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度決算） 37.9%

手当の種類（手当数） 5種

川西市内全域 10% 29人 10%

支 給 実 績（令和２年度決算） 123千円

業務手当
雨水汚水ポンプ場職
員

汚泥の運搬・処理業務に従事した
とき。 38千円 １日950円

年末年始特別勤務
手当

下水道技術課職員
12月29日から翌年の1月3日までの
間に3時間以上勤務に従事したと
き。

0千円 １勤務5,000円

夜間勤務手当 下水道技術課職員

 夜間(午後10時から翌日午前5時ま
でをいう。)に工事現場等に3時間
以上出動した職員。ただし、水防
災害指令により出動した場合は、
この限りでない。

0千円 １回1,000円

出動手当 下水道技術課職員

非常若しくは緊急の必要のため、
正規の勤務時間(以下この項におい
て「勤務時間」という。)外又は勤
務時間から引き続き2時間以上の勤
務時間外の出動をしたとき及び勤
務時間外の出動態勢をとるよう命
を受けたとき。ただし、水防災害
指令により出動した場合は、この
限りでない。

85千円 １回800円
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(オ)　時間外勤務手当                                                                               

（注）1  時間外勤務手当には休日勤務手当を含みます。

      2　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）と同じ年度

    (注）2　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）と同じ年度         の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

         ならない職員を除く。）です。

(カ)　その他の手当（令和３年４月１日現在）                                                       

支給実績
（令和２年度決算）

支給職員
１人当たり
平均支給年額

（令和２年度決算）

扶養手当

○配偶者： 6,500円
○子：10,000円
○扶養親族1人につき： 6,500円
○満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子は各5,000円加算

同　じ 4,635千円 272,647円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 254千円

手　当　名 内容及び支給単価

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制度と
異なる内容

支 給 実 績（令和２年度決算） 4,748千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 279千円

支 給 実 績（令和元年度決算） 3,809千円

管理職手当

局長職：　 76,500円
副局長職： 　64,800円
課長職： 　56,250円
課長補佐職 53,500円

同　じ 8,107千円 675,583円

通勤手当

○交通機関利用者：運賃等相当額支
給(最高支給限度額は55,000円)
○交通用具利用者：通勤距離が片道
2ｋｍ以上の区分に応じ3,500円～
32,800円

同　じ 2,846千円 113,840円

住居手当
○借家居住者:家賃額に応じ：0～
28,000円

同　じ 1,692千円 80,571円

児童手当
中学校第３学年の年度末までの子を
扶養している場合月5,000円～
15,000円

同　じ 2,430千円 220,909円

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員には、
その勤務1回につき4,400円。ただ
し、勤務時間が5時間未満の場合
は、2,200円とする。

同　じ 0千円 0円

管理職員特別勤
務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務の
運営の必要により国民の祝日に関す
る法律等による休日の勤務及び休日
以外の深夜の勤務に対し支給（但
し、局長級・副局長級・課長級は災
害対応時に限る）
○休日
局長・副局長：日額8,000円
課長・課長補佐職：日額6,000円
※6時間を超える勤務は上記日額の
150/100を支給
○休日以外の深夜
上記日額の50/100を支給

同　じ 48千円 12,000円
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（７）技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針

①現状

ア　職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等のデータ及び民間従業員等のデータ

1

2

3

4

イ　給料表、手当、昇給に関する事項

      ①給料表

      

      ②手当

      ③昇給基準

－ － －

うち清掃職員 48.5歳 66人 336,889円 447,052円 386,820円廃棄物処理業従業員

平均年齢 平均給与月額
Ｂ Ａ／Ｂ

川西市 47.5歳 133人 332,526円 420,854円 388,983円 －

区分

公　　　　務　　　　員 民　　　　間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
Ａ

平均給与月額
（国比較ベース）

対応する民間
の類似職種

42歳 268,300円 1.50

うち校務員 45.8歳 16人 336,430円 396,697円 389,143円 用務員

46.6歳 304,600円 1.47

うち学校給食員 47.7歳 37人 330,881円 401,725円 380,236円 調理士

－ － －

国 50.9歳 2,201人 286,947円 － 328,603円 －

50.3歳 235,200円 1.69

兵庫県 －

区分

参　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員
Ｃ

民間
Ｄ

Ｃ／Ｄ

－類似団体 － － －

－ － －

（注） 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。
（平成30～令和２年の３ヶ年平均）

上記の賃金構造基本統計調査の内容は、毎年６月における５人以上の常用労働者を雇用する
事業所を対象とし、その対象となる労働者についても、本市の数値には含んでいない臨時的
任用を含めた数値となっているため単純な比較はできません。

技能労務職の職種と民間の職種等の比較についても、年齢、業務内容、雇用形態等の点にお
いて完全に一致しているものではありません。

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12
倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年
に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

技能労務職給料表

うち学校給食員 6,592,649円 3,553,900円 1.86

うち校務員 6,429,123円 3,186,100円 2.02

川西市 6,770,625円 － －

うち清掃職員 7,077,070円 4,236,800円 1.67

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、特殊勤務手
当、期末手当、勤勉手当、児童手当

一般職員に準じ実施
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②基本的な考え方

今までも業務の委託化や非正規職員化を実施してきたところですが、引き続き検討していきます。

③取組状況等

平成30年度より技能労務職員に適用する技能労務職給料表を導入しました。

平成１９年度
・給与構造改革を実施し、給料水準を平均４．８％引き下げ
・枠外昇給廃止
・５５歳昇給抑制措置の実施

平成２０年度 ・給料の１．９％減額 

平成２１年度
・給料の１％減額
・地域手当の削減（10％→８％）

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度
・退職時特別昇給の廃止
・特殊勤務手当の抜本的な見直し

年　度 取　り　組　み　内　容

平成１５年度 ・給料の２％減額（平成１８年度まで）

令和元年度 ・勤勉手当の減額

令和２年度

平成２８年度

平成２９年度

・住居手当持ち家区分の減額
　平成２８年度：１０，５００円
　平成２９年度：　８，４００円
　平成３０年度：　６，３００円
　平成３１年度：　４，２００円
　平成３２年度：　２，１００円
　併せて、償還金のある者への２，５００円加算の新規認定
を廃止）

平成３０年度

・技能労務職給料表の導入

・住居手当賃貸区分上限額の減額
　平成３０年度：３０，０００円
　平成３１年度：２７，０００円
・住居手当持ち家区分の廃止
　【経過措置】
　　平成３１年度：　４，２００円
　　平成３２年度：　２，１００円
　　平成３３年度以降：廃止

平成２５年度 ・給料の２％減額（７月から）

平成２６年度

平成２７年度

平成２２年度 ・地域手当の削減（８％→６％）

平成２３年度

平成２４年度 ・住居手当その他区分の廃止（６，５００円→０円）
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